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【教育部】 

議案第 55 号 令和７年度伊豆市一般会計歳入歳出決算の認定について【所管科目】 

（補足説明）なし 

（質 疑） 

【学校教育課】 

Ｑ 52 ページ、３の放課後児童クラブ運営事業についてお伺いします。事業内容のところ

で８施設、計 203 人というふうになっておりまして、実際には、この上の概要のところ

で、７施設ということになっていると思うんですが、これについては、修善寺中学校の

給食棟を改修してそこでも始めたということで、８施設ということでしょうか。それと

右の特定財源のところでです。県支出金・国庫支出金があってその下に、負担金として

1,021 万円が計上されているのですが、これは保護者の負担金かどうか。この２点につ

いて伺います。 

Ａ まず１点目です。７小学校区と８施設の違いですけれども、概要は７小学校区という

形になっております。なので、修善寺南小が二つ、放課後児童クラブがありますので、

そのために、８施設７小学校区という数になります。負担金につきましてはお見込みの

とおりで保護者の負担金です。 

Ｑ 修善寺中学校の場に移ったから二つっていうことなんでしょうか。  

Ａ 「あゆっこ」というあゆのさとの放課後児童クラブと「こひつじ園」、修善寺南小学

校にあったものがありましたので二つです。その「こひつじ園」が今回は修善寺中学校

へ移ったという形になります。 

Ｑ 124 ページ、教育委員会の開催された中身がありますけども、事業内容のこういうこ

とを審議したという中の（２）伊豆市図書館再編について論議したと。報告ができるの

であれば報告してくれますか。 

Ａ 教育委員会の中で図書館の再編ということを審議したといいますか、どのように進め

ていくべきかということを皆さんに考えていただいたということで、図書館も今、旧４

町に４施設、ありまして、なかなかやっぱり利用率ですとか、あと人件費の問題ですと

か、そういうものが課題になってきましたので、今後どのような運営の仕方が一番理想

的なのか、また市の財政的にも負担がなく、今後市民の皆様が利用し続ける図書館にな

れるのかというところを、スタートを切ったということで、内容につきましては、今後

図書館の運営協議会とか、そういうところで詰めていくというところで、とりあえず９

年度から具体的に何ができるかということを現在考えているところです。  



 

2 

 

Ｑ 説明資料の 127 ページ、GIGA スクール推進事業のことについて、お尋ねいたします。

新しいパソコンを購入したということで 7,000 万円ほど使ったというふうに書いてある

んですけど、古いパソコンの処理費というのはこの 7,000 万のうちの中に入っているの

かっていうことと、以前にも確認したんですけれど、クラウドにデータを保存している

ので、ハードを変えても、過去に作成したものについては、引っ張れるというふうに聞

いてるんですけど、そこももう一度確認させてください。  

Ａ まずは処分費がこの中に含まれているかということでございますが、これの中に処分

費自体がそもそもかかってません。というのも県の処分の制度にのっからせていただい

て、処分までさせていただきましたので、処分費はこれについては実質かかっていない

状況です。データの移行については専門の業者さんにそれでやっていただいているもの

ですから、その辺の心配もないと考えております。クラウドのデータ自体は、基本現状

も残っていて、それは引き継がれるという形になりますので、現在も使われているとい

う認識でおります。 

Ｑ 議会のほうにもこういうタブレットがあって、ここにメモしたりするんですけれど、

これを例えば返して新しくなったときに、そのメモが過去に遡って見れるのかなってい

うのがちょっと分からないものですから。ちょっとクラウドの説明をもうちょっと詳し

くしていただけますか。 

Ａ 今のご質問ですけれども、基本的に学校で使うちゃんとしたデータについては、しっ

かりとデータ移行という形で引継ぎをしますけれども、個人が残しておいたメモとかそ

ういうデスクトップ上でやっているような操作のものは、ちゃんと消去して廃棄をして

ますので、その違いをちゃんとつけた上で整理しています。  

Ｑ そうすると過去に勉強した自分のものが消えてしまうっていうことでいいんですか。

紙ベースであれば、例えば何年生のものって残っていると思うんですけど。タブレット

自体を変えてしまうってことになると、メモしたものは残らないっていうことでいいん

ですか。 

Ａ クラウドの関係でお話をさせていただきますと、基本クラウド内にしても、保存をす

るという形になると思います。保存をした場所がクラウドの上、例えば、アイクラウド

（iCloud）とかそういったところに保存されたものについては、パソコンが変わったと

しても、アカウントと ID とパスワードを入れて入ってもらえれば、クラウドのものを引

っ張り出すことができると思います。ただ、そのパソコンとかそういったタブレットの

中で保存したものでメモとして残したものについてはクラウドとしては保存されてませ
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んので、それについては消されてしまうという認識です。理屈上クラウドに保存されて

いれば、それは引っ張ってくることは可能だと考えています。  

Ｑ そうするとその辺を丁寧に説明しないと、要するにタブレットに保存してあるもんだ

と思って新しい PC になりました。なったときに見れないっていうことになるので。その

辺は指導をしっかりとやってるっていうことでいいですか。  

Ａ 必要なものについては子どもたちも保存をしているという形で考えています。なの

で、メモで大切なものが削除されてしまっているってことはないと考えています。 

Ｑ 決算成果説明資料の 52 ページになります。先ほどと同じように、放課後児童クラブの

運営に対しまして、１億 82 万円と大きいお金で皆さんを助けているということは分かり

ますし、子どもたちのために、いろいろな企画をしたり、職員の方も配慮したりしてい

るということは分かるんですけれど、やはり何かこの頃子どもたちも変わってくるし、

親たちも変わってきて、働いてる方たちのケアも必要ではないかと思うんですけれど、

こちらには研修とかそういうのはなくて、やはり各施設で別々にやっているので、なか

なか難しいとは思いますけれど、そこら辺の見直しとかはなかったのでしょうか。  

Ａ はい、主催して研修という形では、なかなか市としての主導ということは難しいんで

すが、県として、オンライン的な研修を受けていただくことはしています。あとは各ク

ラブのほうから何人か来ていただいて、意見交換会みたいなものはさせていただいてお

りまして、その中で何か課題とかそういったものがあれば、そこの中で共有や、こうい

うふうにしましょうかという話はさせていただいてます。  

Ｑ 分かりました。意見交換とかそういうのはやっているということは分かってこれから

もやっていくと思うんですけど、なかなか今子どもたちが変わってきているし、保育士

さんとか、手伝っている方たちもなかなかすごい大変だと。伊豆市でもメンタル面でも

いろいろ考えているので、やはりこれからもそういう面も考えていただきたいなと思っ

て質問しました。以上です。 

Ａ 126 ページ、その他事務事業の中の１番下の事業の成果の中に、いわゆる部活動の指

導員が、外部コーチとか、専門的に子供たちの部活を面倒みるような体制に伊豆市もな

っているんですが、子どもたちが、日曜日とか土曜日とか、ほかの会場に出向いていく

ときに、この部活動指導員が、指導は当然でしょうけれども、引率等をやることによっ

て、結果として、教職員の負担軽減につなげることができたっていう文章なんですけど

も、７年度と６年度を比べて、どのぐらいの負担が軽減されたということで、教育委員

会はつかんでいますか。 
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Ａ 申し訳ございません。数字的なものは、つかんではおりません。業務として、部活動

中に部活動指導員の方に、指導をしていただいている時間が増えているという認識の中

で、こちらのほうは書いているところです。数値に関しては、今後整理をするというこ

とも可能かと思いますが、なかなか先生方も部活動に参加していたり、あとは業務をし

ていたり、その辺がまちまちなところもありますので、なかなか数字を得るのは難しい

かなと認識しています。 

Ｑ 私ごとですが、中学校で、ここまで僕はやろうとする意欲っていうか、子どもたちを

中学校から出ていって引率するっていう責任が持てないもので、私は実際にやってない

んですよ。そうすると、ほかの何人かの外部指導員の方がほかの種目でいらっしゃっ

て、何となく僕も具体的に聞いてないけども、外に連れていくんですよね。そのときに

は先生は必要がないわけだ。そういう契約を学校長と指導員がやってるから、そこのと

ころをちゃんとつかんでおかないと。確かに課長が言われたように、全部が全部、指導

員に任せて私は一切その部活動に参加しないよということじゃないと思うので、その辺

りはちゃんとつかんでおかないと。教職員の負担軽減につなげることで、先生はとにか

く忙しいから。見ているとよく分かる。だから、この総括はそれ以上聞かないけど、調

べてないですから。何となく、負担軽減になったのかなっていう印象を受けたんですけ

どいかがですか。 

Ａ お答えします。部活動指導員については、例えば陸上部ですと、県大会に出場する生

徒が草薙のほうに行き、県大会に行かない生徒は学校で練習をするという場面がありま

す。そういったときに部活動指導員等と顧問が分担をして、県大会のほうに連れてい

く、それから学校のほうで練習を見るというような形の分担が可能になっています。ま

た、顧問が、自分が経験した部活動でないものもありますので、技術指導等を部活動指

導員のほうに行っていただいて、引率業務については、顧問のほうが行うという形で、

負担軽減にもつながっているというところはあります。参考にはなりますけれどもその

ような形で運用をしております。 

Ｑ １番気になっているのは、先生が放課後に部活動に参加するとなると、そこの時間

が、本来はどういう形になってくるのだろう。先生はどうぞ、自分の授業の準備とかに

回してくださいっていうことになると、負担軽減につながるんだけれども、今、統括監

が言われた、県大会に指導員が来ました。そこのところはもうちょっと丁寧にどれだけ

忙しいのかということをつかみながら、やっていただければなと思っているもので、ち

ょっと総括的には、なるほどっていう感じは受けないんですよね。今後のことだが、こ
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れ以上言ったってね、実際につかんでないのに掴めと言ったって無理でしょうから、提

案をして質問を終わります。 

Ｑ 137 ページ、中学校教育振興事務事業のところで令和７年度の決算ですね。総括って

いうか、どうだったのか確認させてください。エリア定期券です。７年度から通学補助

金としてエリア定期券が交付されました。ここにも事業の内容というか、成果のところ

にも書いてくれてあるんですけど、もう少し１年間やってみてエリア定期券を交付した

ことによって、どういう効果があったとか、あるいは実態としてどういう使われ方をさ

れたっていうことを、把握しているとか、もうちょっと具体的な成果というか、総括を

いただけるとありがたいんですけれど。 

Ａ 毎学期ごとアンケートをとっております。その中で、大体通学での利用については

78％ということで、徒歩通学の方もいらっしゃいますので、そういったところから考え

ると、かなり利用されているのかなと考えております。乗降調査の令和６年と令和７年

度の比較においても、中学校については、以前は令和６年度については 50％に満たない

状態でしたけれども、これが令和７年度については人数が増えたこともありますが、大

体 70％～80％乗れているっていうような格好になってますので、明らかにそこについて

は変化が出ているのかなと分析しています。あとはそのほか、通学以外の利用というの

が急に減るのではないかなとも思ったんですが、そこについては大体 60％弱の方が、何

かしらの形で利用されています。これについては習い事とかと部活で他校へ行くことっ

ていうのもありますし、あとは友人との交流でどこかに出かけていく、そういったとき

にも、このエリア定期券を使っていただいているっていうところが、アンケートの中で

出ております。例えば三島・沼津まで出かけていくのに、修善寺駅までは、このバスを

使わせてもらったとか、そういう友人たちでやっているという交流も出てますので、か

なりいろいろな利用用途で利用ができているのかなと考えてます。なので、これまで保

護者の送迎が中心だったところはあるんですが、行動範囲というのが確実に広がってお

ります。あとは例えば終点までちょっと行ってみようみたいな形の好奇心も生まれてき

ているというところを考えると、行動範囲が確実に広がっていて、乗り物に乗るマナー

なんかもよくなってきてる、そういうものを学ぶ機会にもなっているのではないかなと

考えてます。 

Ｑ 今、エリア定期券のことが出たので、近いところで通学補助なんですけれども、説明

資料の 134 ページと 137 ページになります。小学校の対象人数が、通学補助が 305 人ぐ

らいあって、中学校のほうは、通学補助が 449 人になってますが、そのうちバス停等ま
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で、500 メートル以上の場合の加算があると思うんです。こちらの対象人数と加算の総

額とか、必要性とかその辺も教えていただきたいと思っています。実際の送迎負担をど

のように検証しているのかということと、保護者の方から、あまり実情に合っていない

ようなお話を聞いたことがあるので、気になって。教えてください。 

Ａ 例えば小学校で言いますと、268 人の定期券の交付に対して、補助金の交付は 111 人

になっています。定期券の交付が 1,500 万円に対して 79 万 4,000 円支出はしているよ

うな状況ではあるのですが、保護者の反応というところまでは、すみません、拾えてい

ない状況です。基本的にエリア定期券のところのアンケートはしておりますけれども、

それ以外のところについては拾えてない部分がありますのでそこについて今後考えてい

きたいと思います。 

Ｑ 多分、これ、ここ二、三年じゃなくて多分何か理由があって始めたと思うんですけれ

ども、その辺の検証は今までもされてないということでしょうか。７年度も、例えば保

護者からとか、そういうところの御意見とかはなかったということでしょうか。 

Ａ はい。特に御意見等はいただいてはおりませんでした。なのでちょっとそういったと

ころは少しこちらとすると丁寧にしていかなければならない部分はあるかなと感じてお

ります。 

Ｑ 成果説明資料 136 ページ、伊豆中学校整備事業ということで、令和７年４月に伊豆中

学校が開校して、１年たったところで、現場の声として教育環境とか、地域との交流、

これで全て満足しているのか、それとも現場からここはこういうふうにしてほしいと

か、改善してほしいとかっていうような声があったら、教えてください。  

Ａ 中学校の教員の声からの回答になりますけれども、働いている教職員については、満

足度が非常に高いです。昨年度開校記念イベントをかなりの数行って地域とのつながり

も増えています。反面多くの依頼を受けたり調整して視察も多かったりとか、負担はあ

ったようなので、その辺りは今年度調整していかなければいけないのかなという思いも

持っているところです。 

Ｑ 軽微なものでも、例えばこういうふうに改善してほしいなんていうことは何もなかっ

たですかそういう声は。 

Ａ 今のところ大きな依頼は受けてないので、今後学校と丁寧に話をしながら、依頼があ

ったら回答していくような形で考えています。  

Ｑ 136 ページの空調の移設工事なんですけれど、たしかこの間、どなたかが質問されて

いるかなと思うんですけれども、移設した場合の、例えば新規購入に比べた経済性って
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いうのは、どのように考えているのか、教えていただければと思います。考えていると

いうか、７年度移設工事して、新規購入に比べて効果があったのかってことですね。 

Ａ 以前にプレスリリースでも出させていただいたんですけれども、この空調の移設によ

って、新規でつける金額との対比というところで、約 3,000 万弱、実際には 2,700 万ぐ

らいだと思うんですけど、そのぐらいの負担軽減になったということを確認のうえプレ

スリリースさせていただきました。 

Ｑ 52 ページの放課後児童クラブですけども、ちょっとまず総論で確認させてください。

この文書を見ていると、私の目から見れば福祉部局の文書みたいで、教育部局がやって

るような成果表にうつらなかったんですね。ということは、７年度の県下全体でもいい

んですけれども、教育部局がやっているのと。福祉部局でやっている学童保育のパーセ

ンテージみたいな、統計は把握してますか。なければないで結構ですよ。  

Ａ 学童保育自体が教育部で全てやってますので、分かっておりません。  

Ｑ 他の市町村がどこの部局がやってるか。把握してないということですね。これを教育

部がやるとなると、これは幼児教育とか学校教育の連携の中で、この学童保育も、私な

らば位置づけるかなと思ったんですが、何か教育部局がやってることによって、学童の

特色みたいなことは、７年度はあったんでしょうか。 

Ａ 探究学習ということで、タブレットを放課後児童クラブへ持ち込んで、いろんなプロ

グラミングだとか、そういったものをイベント的にちょっとやらせていただいて、タブ

レットが、小学校で使えるような学校の ICT 機器が使えるような環境を整えているって

いう格好ができていると思っています。  

Ｑ ちょっと細かくて申し訳ないですが、学校教育ですと指導要領とかそういうものがあ

るんですが、伊豆市として学童保育は何となくこれは共通でやってくださいとか、何か

そういう要綱は、あったんでしたっけ。  

Ａ 基本的には各委託業務をお願いしている団体の指導の考え方に基づいてやっていただ

いてます。その中で、ICT の関係については教育委員会のほうから伺って、ちょっと定

期的にやらせてもらっているという形をとっています。 

Ｑ そうしますと統一のものがなくて各事業者任せとなると、その質、管理運営状況と

か、実際の子供に接してる状態とか、放課後児童クラブの評価みたいなことは、どのよ

うに７年度把握したんでしょうか。 

Ａ 委託業務という形でやっておりますので、最終的には報告書という形で書類としては

上がってきます。もう１点は、任せっきりではなくて逐次、職員のほうが、放課後児童
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クラブのほうを伺っております。そのときに、子どもたちと接する様子などを直接見聞

きしているところです。 

Ｑ 質の担保の関係で、国が奨励している学童保育の第三者評価というのがあるのです

が、そういうものを７年度に検討したことあるいは事業者からこういうのをやりたいよ

ということの申出はなかったんでしょうか。  

Ａ 現状そういったお話はございませんでした。  

Ｑ あわせて、いわゆる虐待とか苦情とか、いろいろこの分野にも、全国的には存在して

いると聞くんですが、伊豆市でそういった案件は、行政当局はつかんではいないんでし

ょうか。 

Ａ 何かありましたらば御報告をっていうことは随時言っておりますので、令和７年度そ

ういった事案はなかったと認識しています。  

Ｑ 52 ページです。放課後児童クラブのことについてですけれども、南小学校の児童が放

課後児童クラブに行かれる場合、「あゆっこ」と「こひつじ」があったわけですね。今

度旧修善寺中学校の給食棟に移られて、そして、今までの「こひつじ」の場合よりも、

定員が少し増えたわけですね。「こひつじ」のときには待機児童がいたこともあるんで

すよね。今度、定員が増えまして、十分人数的には大丈夫だと思うんですけれども、

「あゆっこ」に行っている児童をそちらのほうに行かずに、「こひつじ」の子たちと一

緒にというようなことは、人数的には無理なんでしょうか。 

Ａ こひつじ園自体が令和７年度に始めた当初は 10 人くらい待機児童がいるような状況で

した。なので、一応 20 人定員を増やして給食棟のほうについては解消しておりますが、

そこの余力は 20 人程度という形で考えております。そうしたときに、ここができたから

すぐにそちらへ移すっていうことにしてしまった場合、またそこで待機児童が発生する

おそれは、なきにしもあらずということがありますので、その件についてはもう少し状

況を見てから考えていくべきだなと考えておるところでございますので、現状は、「あ

ゆっこ」と「こひつじ」で実施をさせていただきました。 

Ｑ ちなみに、「あゆっこ」の場合は、定員 10 人ですね。今のところ、余力はなくはない

ですね、これからどうなるか分からないということですけれども。分かりました。  

Ａ 125 ページの学びの探究向上事業の中にプログラミング教室、ですとか ICT 学習支援

だとか、文言があるんですけど、令和７年度の決算の中で、AI とかロボットとかってい

う GIGA スクールの方かもしれないんですけど、それは触れられているでしょうか、事業

として。 
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Ａ まだそこについては触れてはいない状況です。 

Ｑ どんどん進んでるものですから、その辺を入れたのかなと思って質問をさせていただ

きました。それで、また、ちょっと決算とは違くなってしまうんですけれど、いろん

な、AI にしてもロボットにしてもいろんな危険な要素っていいますか、学校で触れては

いけないようなところもあると思うんですけれども、そういった規制とか、これから進

める上で、どんなことを注意しながら、AI やロボットの研究に進んでいくのかなと。ち

ょっとずれますけど申し訳ないです。 

Ａ 生成 AI については教職員のほうは、授業の教材づくりですとか、校務分掌の中で使う

ことはあります。ただ、児童生徒については制限を加えているところです。今後、状況

を見ながら、生成 AI の活用については進めていきたいと思っています。  

Ｑ どこに入っているか分からないので聞きますけど、通学路の点検のことです。教育委

員会の方なのか、学校評議員さんとかの方でつけてるのか分からないので聞きますけれ

ども、７年度で通学路の点検プログラムとか、通学路って言っても、バス停までの通学

する区間とかに若干問題があるところもあるというふうに聞いてたので、７年度は通学

路についての点検、それから実際に対応した事例とかあったら確認させてください。  

Ａ まず通学路の安全点検という面で、その部分だけお話しします。学校の中のことはま

た指導主事か統括監のほうからお話いただくんですけれども、７年度ですと、南小の前

の交差点が変わったことによる、事前の打合せとかは建設部がメインになって、通学路

の点検については、関係各所にお声がけいただいて、学校単位で課題を洗い出していく

というような作業を行ってます。学校内では、交通安全を語る会か何かそういう地域の

方と語る会のようなものを設けてるところっていうお話を聞いたことあるんですけど、

内容については統括監の方からお答えいただければと思います。建設部が主導している

交通安全の通学路の安全点検については、そのようなことを各学校単位でやってるとい

うことをお答えさせていただきます。 

Ａ 先ほどありました、交通安全を語る会というのは小学校の６年生、交通安全リーダー

を中心として６月に行われる行事です。各６年生がそれぞれの地区に分かれて、そこで

PTA ですとか、地域の方、警察なんかも交えてそれぞれの通学する際に危険な箇所など

を洗い出して共有して気をつけようねっていうような会を行ってますので、そこでも確

認はできるかなと思ってます。 

Ｑ 通学の関係で、いろんな声があるということですけど、通学路が、中伊豆の場合、中

伊豆小学校へ関野のあたりから行くと。通学路が草ぼうぼうなんですね。そんなところ
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の父母等から、もっと環境整備をしろとかそんな声が上がらなかったんでしょうか。 

Ａ 特にそういったお話が教育委員会のほうへ届いていることはありません。 

Ｑ 絡むぐらい草ぼうぼうだと思うんですが、どこかの声がないとなかなかそこは改善さ

れないのかなと思ったんですけれども。道路というと一般的には建設部の方に行っちゃ

うんでしょうけれども。はい、ありがとうございます。 

Ｑ 同じく通学路、同じ場所なんですけれども、よく学校側と民生委員さんとかと話し合

う場があるそうなんです。それで通学路に木が覆って、子どもが危ないよっていう意見

が、民生委員さんとか地域の方から出されて、それを何とかしてあげてくださいみたい

な声があるそうなんですけれど、やっぱり学校とするとそれは民地だからできませんと

いうことでそこで話が終わっちゃうみたいなんですね。その辺、今の話だと上がってこ

ないってことですから、やらないってことになっているのか、民生委員さんたちは自分

たちで切っちゃうかなんて言ってるんですけれど、子どもの安全ということで、そうい

う声を拾ってあげる。学校で止めちゃうんじゃなくて、別のとこから回せばいいのか、

どうしたらいいのかなんていう声をちょっと聞いたものですから、その辺の対応いかが

でしょうか。 

Ｑ そういった情報を、他部署に関わるような情報は、７年度に他部署に提供しなかった

んですか。もう自分でとめてしまっておしまいになるんですか。 

Ａ 通学路ですので、縦割り行政と言われるんですけども、私どもも道路上とかそういう

ところのものはやはり所管部署にお願いするしかないものですから、そういう声があれ

ば当然建設部のほうには情報のほうを出させていただいています。先ほどの通学路の安

全点検とかもあがってきますので、そういうものは市として公共事業でやるべきものは

当然、道路直したり、歩道を直したりっていうのは、市役所でやるんですけども。あと

やはり民地のものをどうにかしてもらいたいっていうのは、担当部署のほうで、民地の

方に何とか対処していただくしかないというふうに考えておりますので、当然得られた

情報については、他部署とは協議はしております。 

Ｑ 決算概要報告書 71 ページ、令和７年度の伊豆市内在籍生徒児童数がありますが、改め

て、今、修善寺地区の小学校の再編が検討されておりますけれども、市内全域、例え

ば、土肥小中一貫校は合わせて 100 人に満たないんですけれども、在籍生徒数を見て、

教育部長でも教育長でもいいんですが、どのように、将来的に決算ですけれど、７年度

末のこの生徒数を見て、どのように捉えられているかお聞きしたいです。 

Ａ 子どもたちが、それぞれの学校では減少傾向にあることは十分承知しております。し
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かしながらやはり地域性もあったり、通学とか、子どもたちの教育環境を整えるという

意味で、どういう形がいいのか、そこについては今後、人口やこの場所の状況を見なが

ら検討していくわけですけれども、今オンラインとかがかなりありますので、小規模校

についてはオンラインを使ったり、または修善寺の３校合同の修学旅行、課外活動をや

っていますので、そういったもので、子どもたちの選択肢とか必要性のようなものにど

んな工夫ができるかということは考えているところです。  

Ｑ ２点お願いいたします。先ほどの 126 ページ、木村議員の質問のところの続きなんで

すけれども、部活動指導員、どのような部活に何人ぐらいの指導員が携わっているの

か、それと、支援員と書いてあるところには報酬が載っているんですけれども、この指

導員っていうのには報酬はつかないのか。これが１点です。それと 128 ページで、児童

待合所支援員、262 万ですか、これはどこの学校でどのような業務を行っているのか教

えてください。そして同じくその他のところで、中伊豆小学校耐力度調査、308 万、こ

れはどのような調査で結果どうだったかっていうことを教えていただきたいと思いま

す。 

Ａ まず、部活動指導員の関係から御説明をさせていただきたいと思います。伊豆中学校

と土肥小中一貫校に分かれておりまして部活を指導しています。例えば野球部であった

り、サッカー部であったり、バレー部であったりといった形になります。人数は 11 人で

す。報酬はあります。この方たちは、外部コーチとは違いますので、会計年度任用職員

として、市として雇っている皆さんが、この部活動指導員という立場の方になります。

続いての御質問で、小学校一般事務事業の児童待合所支援員の関係ですが、こちらにつ

いては、各小学校に児童待合所支援員という方を配置しています。学校支援員と絡んで

はいるんですけど、一緒の業務の中で、待合所をやっていただいていることはあるんで

すが、その人たちについても、支援員ということで、会計年度任用職員で報酬がありま

す。何をやってらっしゃるかといいますと、放課後、16 時までの子どもたちが安全に過

ごせるように、一つの部屋、グラウンドを使う場合もありますけれども、そういったと

ころでの見守りを中心にやっていただいているところになります。  

Ａ 耐力度調査についてお答えします。こちらの調査は、先般中伊豆小学校の交付金が見

送られてしまった経緯がありまして、その中で、県の方、それから文科省の方と、この

交付金を再度取得するためにどういったことをすればいいかということを話し合った結

果、この耐力度調査というところから、地震改築のメニューで行えばいいんじゃないか

ということで調整したものです。具体的には 4,500 点という点数がありまして、その点
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数を下回ると、改築の交付金の対象ということになりますので、そのための調査を行っ

たものです。中伊豆小の結果につきましては、4,500 点を下回って 4,200 点ぐらいにな

ってしまいましたので、その結果、この９月の議会でもお話ししたとおり、交付金のほ

うが決定しまして、これから着手することができるようになりました。  

Ｑ 説明では分かりましたけれども 126 ページのほうでは、部活動指導員というふうにな

っていたものですから、そういう方々についても、生徒を連れていく、あるいは土日の

対外試合いくというようなときも報酬が出るということで理解しました。  

Ｑ プラスしてお尋ねします。教職員の負担軽減に向けての部活動指導員を配置するとい

うことで、ほかの自治体で結構、部活動が地域移行に進んでいます。人がいないと無理

なんですけれども、伊豆市の教育委員会として、今後の部活動の在り方っていうのは、

地域にどんどんどんどん、なかなか大変だけれども、流そうとしているのか。それと

も、今のところ並立してやるっていうことを考えてるのか。将来像見えないものですか

らね。国がやっているのは地域って言ってるんだけれども、そう簡単にいかないと思っ

てるんだけれども、ちょっと方向性はどういうふうにお考えなのかお願いします。それ

と、会計年度任用職員の中に、部活動指導員もいらっしゃるよということなんですけど

も、この括弧の中にたまたま忘れたということですね。126 ページの上のところに会計

年度任用職員報酬と書いてあって、どの人がこの報酬をいただいているのかと書いてる

んだけれども、この中に、部活動指導員が漏れてたというふうに見たんですけれど。 

Ａ 部活動につきましては、全国的に地域展開ということで、やはり議員おっしゃるよう

に平日の夕方に指導していただける方ってなかなか見つからないものですから、まずは

土日について、地域展開できるものについて、今検討しているところですので、もうし

ばらく共存するような形を考えているところです。 

Ａ 部活動指導員についてはお支払いしていますので、ここが漏れていたということで

す。申し訳ございませんでした。 

Ｑ 学校給食費の中における国庫支出金ってあるじゃないですか。天城給食センター、中

伊豆給食センターにも国庫支出金があります。財源の中で、国庫支出金っていうのはあ

るんですけども、その中のどこにその数値が該当するのか、教えていただけますか。実

務的なことだから、後でも結構ですけど、数値がどうしても見つからない。 

Ａ すいません、細かくは分からないのですが、国の物価高騰の重点交付金がここの中に

入っていると認識をしています。この天城給食センターの部分が、多分賄い材料費で、

以前補正のときに、これだけ物価高騰の交付金をいただきながら、歳出を補正させてく
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ださいとお願いしたときの金額がここの中に入ってるんではないかなというふうに認識

しております。ただすいません、確定ではないです。 

 

（発言の訂正） 

 先ほどはありがとうございました。何点かすいません、発言した内容に少し訂正をさせ

ていただきたいと思います。まず１点目ですけれども、１人１台端末の廃棄の話ですけ

れども、先ほど県の共同調達という形で申し上げましたけれども、基本的にメーカーの

制度によりまして、廃棄をさせていただいているという形になります。２点目です。エ

アコンの移設の効果のところの御質問がありましたけれど、先ほど 2,700 万円と申しま

したが、こちらのほうで計算をいたしまして 2,934 万円という形になりましたので、そ

ちら訂正をさせていただきます。最後です。先ほど通学補助金の中で金額を申し上げま

したけれども、金額自体は合っているのですが、これ自体は停留所から 500 メートルと

いうような設定がありますけれども、通学補助金として支払った総額になりますので、

ほかに学校まで通学で自動車を使っているとか、そういった方の補助金も含まれていま

すので、そこを訂正させていただきます。失礼いたしました。 

 

【社会教育課】 

Ｑ 決算成果説明資料の 149 ページ、美術品管理・調査事業の項目の中に、所蔵日本画の

修復 740 万ほど出ているんですけれど、どのような修復を行ったのかという質問と、令

和６年度の決算では、この管理ページのところに美術館の推進事業の繰越金っていう記

載があったんですけれど、令和７年度は美術館の推進事業については行ったのかという

確認をさせてください。２点です。 

Ａ 修復につきましては、日本画の修復について５点、洋画の修復について１点行いまし

た。内容については、後で回答します。美術館につきましては、令和７年度予算で 50 万

計上いたしました。相談業務ということで、そういう相談をしたときに報酬という形で

支払いをしようかという内容だったのですが、美術館につきましては、全然話が進まな

いというか、前向きな話がなかったものですから、支出はゼロです。決算書にも載って

いません。 

Ａ 修復につきましては、日本画は岩絵の具で描かれておりまして、経年劣化すると、そ

ういう絵の具が剥落といいまして落ちたりとかしますので、そういうのを、また戻した

りとか、あとは和紙とか絹本でつくられていますけれども、そういう皺とかが寄ってし
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まったりするのを修復したり、また、長年経ってくるとシミとかがついてしまいますの

で、そういうシミを抜いたりとか、そういう修理になります。  

Ｑ まずちょっと日本画のほうの関係で、管理が非常に難しいという話は聞いてるんです

けれど、プロが修復することによって、価値は下がらないんですか。 

Ａ はい、価値が下がらないように、ちゃんとした技術のある方に修理をお願いしていま

す。 

Ｑ はい、分かりました。あと美術館の関係なんですけれど、前年に 749 万 9,000 円の繰

越明許があって、それが令和７年度はあまり反映されずに、意見も出なかったっていう

ことで、何か委員会みたいなものがありますよね。それも結局開催しなかったっていう

ことなんでしょうか。 

Ａ はい、委員会につきましては開催いたしませんでした。令和６年度に関心表明という

か、手上げをしていただいて、１社、関心があるということで手を挙げてもらったんで

すが、内容を確認したところ、まだ現実的じゃないという判断をして終わったところ

で、７年度もその状況でおります。 

Ｑ 先のことなんですけど、修善寺温泉場につくるっていうのが目的で進めていると、な

かなか話が進まないってことになると、例えば伊豆市全体でさらに考えるのかっていう

ようなことになると思うんですけれど、その辺についてももし分かっていれば教えてい

ただきたいです。それからそこまで検討していないっていうことなのか。 

Ａ 場所については検討していない状況ですが、広域的に考えるのも一つの手かなと考え

ております。 

Ｑ 決算概要報告書 75 ページ、体育施設と体育館なんですが、令和６年度と比べて、中伊

豆グラウンド以外、軒並み有料の利用者が増えているんですけれども、これはどのよう

に分析されていますか。 

Ａ これにつきましては、市外の方の利用が多いということ。あと、学生の合宿とか、宿

泊を伴う市外の方の利用が多いので増えていると分析しております。  

Ｑ 表見られていますか。有料使用者数で、市外は減っているけれど市内が増えていると

か。例えば狩野川記念公園グラウンド。 

Ａ この分析につきましては、ちょっと調べて後で報告させてください。申し訳ありませ

ん。 

Ｑ 体育施設、ここにそれぞれあるんですけれども、公共施設の値上げが見込まれるとい

うことですけれども、この７年度で、収支を見て９年度以降の値上げに反映されたの
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か、そして社会教育課が提案してどれぐらい値上げをしなければ採算がとれないという

話し合いになったのか。それともう一つふれっぷです。そこは修理を１年間かけてし

て、そしてその後１年間は普通に営業されたと思うんですけれども、この辺も値上げ額

についてどういうふうな考え方でいるのか教えていただきたいと思います。  

○委員長 値上げの件は、決算でございますので、決算質疑でお願いをいたします。  

Ｑ 私としては、事業費がそれぞれ計上されているんですけれども、今後これらの経費分

を値上げで賄っていけるのかどうかということを今後の方針として先々のことで考え方

をお伺いしたかったということです。答えられなければ結構です。  

○委員長 決算審議ですので申し訳ないのですが、答えないそうです。 

Ｑ 148 ページの図書館活動事業について、お尋ねします。当事業の成果、膨大な文字が

並んでて、昨日も読んで今日も読んだんですが、去年と比べて、さらに前進してきたの

か。図書館司書の努力が地域に認められるという文章なんですが、僅かな１行足らずの

文章ですが、相当図書館司書の方々が、図書館長を中心にしながら、奮闘してきたの

が、今、ネット社会の中でね、活字離れがどんどん進む中で、その点は、図書館長を中

心にして、どういう総括をされたのか聞かせてください。 

Ａ ６年度と比較してというのはやっぱり１番の違いは、各館のおはなし会を含む時間帯

をカルガモタイムという形に設定をして、小さい子が多少騒いでも利用者さん大目に見

てくださいねということにしました。それによって、おはなし会が終わって、図書館に

気兼ねなく連れてこられるようになったということです。そういうことを司書たちも非

常に歓迎をして小さい子を受け入れてくれるようになっております。それが１点。それ

から、外に出てのおはなし会は、こども園、放課後児童クラブ、そして、地区のサロ

ン、いろんなところへ積極的に出かけて、サロンからもかなり要請がありますので、ど

んどん出かけて積極的に行ってくれると、司書たちが本当に頑張ってくれてるなってい

うのは感じています。 

 

（委員間討議）なし 
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【市民部】 

議案第 55 号 令和７年度伊豆市一般会計歳入歳出決算の認定について【所管科目】 

（補足説明） 環境衛生課より資料修正あり 

（質 疑） 

【市民課】 

Ｑ 説明資料の 26 ページ、消費者生活指導事務事業ということで、成果のほうで専門の知

識を持った相談員を配置し、被害の防止や回復に効果があったということなんですけ

ど、相談員の方の資格みたいなものはどういうものを持ってる方が配置されているのか

ということと、あと新パイオネットシステム用の PC とはどんなパソコンなのかというこ

とです。あと、詐欺被害が日常化している中で、詐欺対策について令和７年度は、主に

市民課としてはどのような取組みを行ったのかということを質問させていただきます。 

Ａ まず、相談員の資格ですけれども、国家資格になりまして、消費生活相談員という資

格を持っております。あと２番目の新パイオネットシステムですけれども、こちらは国

民生活センターと全国の消費生活センターとオンラインネットワークで結び、消費生活

に関する相談情報を収集・集積しているデータベースのシステムのことになります。そ

して３番目が、取組みですけれども、取組内容としましては、相談はもちろんのこと、

地域包括支援センターですとか、あと民生委員さん、ちょっと７年度は呼んでいただい

たか分からないですけれども、出張出前講座ですね、そちらのほうを開催させていただ

いて、こういうことが今流行ってるから気をつけましょうねというような周知、そうい

ったものの事業をさせていただいております。 

Ｑ 最初の質問分かりました。２番目のパソコンなんですけど、データベースにアクセス

することによって、どうするのかちょっとわかんないのが一つと、あと例えば詐欺対策

なんですけど、寸劇みたいな、警察官が来て詐欺電話をするのは市民課が担当になるん

ですか。それはまたちょっと違うところなんでしょうか。教えてください。 

Ａ パイオネットシステムですけれども、こちらが、伊豆市もそうですけれども全国の消

費生活センターが、随時受けている相談を入力して蓄積をしていくような状態になりま

す。そしてそれを、似たような事例があったときに、こちらから検索をして、全国でど

んな相談があるのか、こういう業者が、相談の相手方というんでしょうかね、そういっ

たもので出ているというところも見れるというシステムになってますので、情報収集に

はかなり、必要不可欠と言っていいと思います。そして、出前講座の内容としては寸劇

とかそういったものはやっていないんですけれども、特にやはり、実際に今はやってい
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るものは先日も情報メールのほうに流させていただいたんですけれども、ブレーカーの

点検を口実に訪問するといった事案が出たときに、即時皆さんにお知らせするというよ

うなことをやっているんですけれども、寸劇とかそういったものは、やっていなくて、

とにかく今の新しい情報をどんどん流していく。そして、身の回りの被害に遭いそうな

方をフォローしている包括支援センターですとか、民生委員さんとかに情報を発信して

見守っていき、高齢者が被害に遭わないようにとか、今は若い方も、被害に遭う方が多

いですので、皆さんにお知らせするためにも伊豆市のメールを使った情報発信をさせて

いただいてるというような状況になっております。 

Ｑ 同じ 26 ページです。３番の相談事務事業です。事業内容の２番、無料法律相談弁護士

委託料のとこなんですけど、令和６年度と同じ、取組事業の成果が書かれてます。た

だ、人数とかを見ますと、年の開催が 17 日で同じなんですが、相談件数が若干増えてい

るって言っていいのかあれなんです。成果のほうには予約が早い時期になるということ

なので、これも毎年このような状況かと思います。それを踏まえた上で、昨年度はどの

ような対策、例えば、より多くの方に相談ができるような対策を受けて、その上での 73

件になっているのかと。それからあと、弁護士は何人ぐらいで対応してくださっている

のか。教えてください。 

Ａ 弁護士なんですけれども、一つの事務所にお願いしています。月に 30 分枠が４件、20

分枠が６件という形で、一月におおむね２回やっていて、トータル１か月で 10 件程度受

けられます。弁護士さんは１日１人来ていただいて、20 分枠６件やったりという形にな

ります。30 分枠だと４件という形になります。 

Ｑ 先ほど詐欺のお話もありましたけども、内容的には１か所の弁護士事務所の方にお願

いしていて、そこから派遣していただいてるっていうふうな形ということで、そうしま

すと、その相談内容によっては対応できなくてまたほかの方に、次に来てくださいみた

いなことにもあるんでしょうか。同じ方が何回も、相談に来るなんてこともあるんです

か。 

Ａ １人の方に対して同じ内容ですと１回限りという御約束で相談を受けさせていただい

ております。どうしてもその後、受任という形になるケースもあるかと思うんですけれ

ども、あくまでもここで受けられるのは、相談のみになっておりますので、料金が発生

するものについては、別に弁護士の先生と契約をしていただいて先に進んでいく、その

足がかりになるというところになるかと思います。 
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【税務課】 

Ｑ 概要報告書の３ページに入湯税は入湯客者数が減少したことによって、前年度に比べ

て 171 万円減となったという表現がされています。また、決算成果説明資料の 96 ページ

に、宿泊者数がありますが、令和６年度 77 万人、令和７年度 81 万人、前年度対比で

105％。５％増えましたよというのが一つの見解です。でも、今冒頭話したように、決算

の概要報告書によると、入湯税が、入湯客数が減少したから、結果としてマイナスにな

ったんだよということで、どっちがどうなのっていうのがわかんないもので説明してい

ただけますか。 

Ａ 今お話ありました、宿泊客数と入湯税が一致しないというお話かと思うのですが、今

回、下がった大きな要因としましては、日帰りの大型温泉施設が休止になったことによ

る減が大きな要因です。もちろん日帰りになりますので、宿泊客数とは全く関係ないと

いいますか、また別の要因でということになります。 

Ｑ 泊まるんじゃなくて、日帰りが減ったっていうことですね。それは人数がどのぐらい

減ったのか分かりますか。 

Ａ 今御質問頂きました人数の関係ですけれども、150 円を納めていただいた方、利用金

額が 5,000 円を上回る方ですね。その方の人数は、前年度対比で１万 4,372 名減ってお

ります。そして日帰り、要は 5,000 円未満の利用者の人数ですけれども、こちらのほう

も、前年度対比で１万 5,441 名の減となっております。 

Ｑ 観光っていうのは一つの伊豆市の大事な収入減であるし、活性化するための大事な施

設だと思っています。ちょっといい意味で注目させていただいたんですけども、宿泊者

数は現実には増えたんだけども、入湯客数が減少したというのは何でだろうなっていう

素朴な感想を持ってるんですけれども。 

Ａ 宿泊客数におかれましては、もちろん入湯税を徴収する必要がある温泉施設、また、

それ以外にそういう温泉施設を持たない通常の宿泊施設、民宿ですとか、そういったも

のもあります。ですから、あくまで入湯客数イコール宿泊客数にはならないということ

で御承知おきいただければと思います。 

Ｑ 言っていることは分かりました。ということは、宿泊者数が増えると入湯税が増える

のかなというちょっと勘違いなのかな。 

Ａ はい、あくまで、宿泊客数につきましては、旅館ですとかホテル、あと、民宿等ので

すね、宿泊客数は確かに観光のほうの資料として増えているということは事実です。た

だ、入湯税につきましては、あくまで温泉施設を持っている施設の宿泊客数と、あとま
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た日帰りの客数によるものなので、イコールにはならないということで、御承知おきい

ただければと思います。 

Ｑ 決算成果説明資料 30 ページ、５滞納整理事務事業についてなんですが、この事業が約

800 万。業務委託とか、滞納整理機構への負担金がありますが、この負担をした結果、

滞納の納税の成果が分かったら教えてください。 

Ａ 滞納整理機構につきましては、令和７年度ですね、333 万 8,000 円、負担金として支

出しています。それにより、徴収実績としましては、直接の徴収額として、1,335 万

1,000 円を静岡地方税滞納整理機構のほうで徴収いただいております。その他、移管予

告通知というものを前年に送らせていただいているのですが、そちらの移管予告通知に

よる効果につきましても、大体、納付金額として約 4,200 万円を徴収しておりますの

で、機構への移管による効果というものはかなり大きいものであると把握しておりま

す。 

Ｑ そうすると、先ほどの決算概要報告書の 41 ページ、収入済額がほぼ納入されたという

ことの解釈でよろしいですか。 

Ａ もちろん、滞納整理機構だけではないのですが、滞納整理機構への移管にもよってこ

のような収納が得られたということになります。 

Ｑ 市税の個人市民税がプラスになったということは、概要報告書の中になるほどと思っ

たんですが、一つ気になったのは、法人税が下がったということです。この中に、企業

数の減っていうのがあるんですが、何社の事業所があって、７年度は、何社減ったとい

うことが分かったら教えてください。 

Ａ ６年度と７年度の比較になりますが、６年度につきましては法人が 909 ありました。

７年度については、894 ということで、約 15 法人ほど少なくなっております。 

Ｑ 説明資料の 28 ページ、固定資産評価資料作成のところなんですけど、ここの事業成果

に、令和９年度の評価替えに向け統合・位置の見直しを行ったというのがあるんですけ

ど、基準宅地の鑑定について、今の伊豆市の状況、要するに固定資産税にも関わってく

るもんですから、その辺の状況をどんなふうに見ているのか教えてください。 

Ａ 土地の固定資産評価になりますが、現在、標準宅地は 339 地点あるところを、評価替

えといいまして３年に一度標準宅地の見直しを行います。令和９年の評価替えに向けて

は、状況似ているところとかを統合しまして 325 地点になっております。その鑑定の評

価の結果なんですけれども、おおむね毎年平均しますと、２％ぐらいの下落が市内でも

まだ続いているような状況です。それで、旧町的なことを言いますとやっぱり土肥地区
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のほうがまだ下落がとまらないような状況が起きておりまして、ほかの旧３町の地区に

ついては、おおむね約１％ぐらいですけれども、旧土肥町地区に関しては、４％ぐらい

の地価の下落ということで、引き続き不動産鑑定士から鑑定の結果が出てるような状況

になっております。 

Ｑ それは大きな要因としてはやはり津波浸水区域とか、その辺も関わってくるんでしょ

うか。 

Ａ その津波の区域の指定もあるのかもしれませんけれども、やはり土地の売買の実例が

余りないというところが大きいということで不動産鑑定士からは報告を受けておりま

す。高い売買実例がないと、鑑定評価額も上回ってつけられないというような、売りた

い人は高く売りたいですし、買いたい人は安く買いたいと、そこら辺の取引の事例の中

で、まだ売主が優位な状況になっていないのかなっていうところが伊豆市内での土地の

売買の実情かと思います。 

Ｑ そうすると例えば土地を担保に銀行からお金を借りるとか、そういうのにも影響して

くるわけですよね。そこだけ教えてください。 

Ａ 実際に金融機関の借入れのところは、申し訳ないですけども税務課のほうで把握はで

きませんので。けれども一般的な売買の実情においては、そういうような状況になるの

かなと。担保として入れる不動産の価値が低くなってしまって借り入れる金額は少なく

なってしまうという実情にあるのかなと。私の考えというところで申し訳ございませ

ん。 

 

【環境衛生課】 

Ｑ 71 ページの環境保全事業の事業内容の（５）です。環境基本計画更新業務委託の内容

について、お願いします。75 ページ、リサイクルセンター運営管理業務委託の内容につ

いて、お願いします。 

Ａ まず、71 ページの環境基本計画更新業務委託、７年度は 591 万 6,000 円となっており

ます。こちらに製本されたものをお持ちしましたけど、最終的にはこの基本計画を策定

するということで、第一次の基本計画が 10 年間の期間のものが７年度で期限を迎えると

いうことで、第二次のものを策定しました。こちらの業務委託については２か年の事業

ということで、６年度にアンケートをとって、内容を反映しています。この基本計画策

定をいたしまして、ホームページのほうには掲載をして、内容を公開しています。それ

から、75 ページのリサイクルセンターの運営管理業務委託、１億 32 万円ですが、こち
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らは７年度から、新しくなったリサイクルセンターの管理運営を委託しています。５年

間、長期の契約で、こちらの目的のところにもありますけど、伊豆市一般廃棄物協同組

合に委託をして、リサイクルセンターを運営いただいているその費用です。 

Ｑ 最後のほう、リサイクルの運営業務委託ですけども、委託しているのはよく分かりま

したから、委託内容、例えば人件費がいくらだとかっていうこと。委託の中身をお願い

します。 

Ａ 完成する前に、施設の運営についての基本的なものを示して、プロポーザルによっ

て、この組合のほうが手を挙げて、落札しているという状況で、細かく人件費等を出し

ておりません。当然、プロポーザルにかけるには基本的な設計費用というのがありまし

たけど、一括で施設の運営管理を担っていただいてるという内容です。 

Ｑ もう少し聞きます。廃棄物の協同組合に管理委託してるということで、この組織は、

管理運営するには、それまで分かってそういう契約してなかった場合、当然のこととし

てそこで働く人たちがいらっしゃいますよね。人件費がかかると。人件費が例えば２割

だったら、大変だということなるし、９割だったら、逆に言うと、あまりに利益が上が

らないとか変だけども。契約の中身については、細かくこういうことで積み上げ方式の

もとで、委託をいくらにしますという契約じゃなかったということですか。 

Ａ 議員おっしゃるとおり細かく積み上げて費用を算出しているものではありません。一

括で施設の日々の管理運営を５年間で、いくらでやっていただけますかというようなプ

ロポーザルになっておりました。 

Ｑ 説明資料 75 ページのリサイクルセンター管理事業です。２番の中の３番の事業の成果

の中で、直営に比べ、営業日数の増加だとか、来客者に対する評価、接客も好評となっ

ておりということなんですけども、好評となっているとは、どういう声が届いたのか、

またアンケートをとったのかということを教えていただきたいのと、例えばその中で

も、やはりどうしても苦情とか、事故とかその辺があったら教えていただきたいと思い

ます。 

Ａ 施設については、営業日数の増加というのは、それまで直営で市が清掃センターを運

営していたわけですが、そのときには、休日祝日等はお休みだったんですけど、現在は

運営をしているとか、祝日は１日の運営をしています。そういった意味で、日数の増加

も、好評となっております。アンケートは実際のところとっていませんけど、以前に比

べると、大変、対応もよくなったということで、好評の話をあちらこちらで聞いており

ます。そういう中で事故はありませんでした。苦情については、直営でやっていた頃に
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比べると、かなり少なくなってるのが実情ですが、それでも例えば、接客についてどう

だっていうような意見が直接環境衛生課に来ることもありますので、それについては、

一つ一つ丁寧に対応させていただいて、運営者である組合のほうに報告をして改善等を

求めてるというような状況です。 

Ｑ 市民からの声としても、かなり使いやすくなったような話は聞いていますし、かなり

スムーズに移動ができるって話も聞いてはいますが、多分、以前議員でオープンしてす

ぐに現地のほうは視察させてもらいましたけど、そのときに議員の中から出ていた声が

いくつかあると思うんですね。例えば、ひさしが短いだとか、雨の日ぬれちゃうだと

か、あとは水たまりがあるとか、そういうのは改善されたってことでしょうか。 

Ａ いくつか御指摘はいただいて、できるところから改善をしていくということで、ひさ

しの件については、いろいろ手続の件もあったり、許可の話もあったりしますから、い

きなりひさしを延ばすということができません。修繕として、資料の 75 ページの管理運

営業務委託の下にあります、リサイクルセンターの施設改良工事 99 万 7,000 円を記載し

ています。受入れヤードについては、雨のとき滑るというような話があったものですか

ら、滑り止め塗装を行って、御指摘のあった雨にぬれないように、屋根の下に誘導がし

やすいようなカラーリングのペイントを施してあります。その次にあるのは、組合から

の要望で流し台の設置も行って、現場の改善を行ったというような状況です。 

Ｑ 説明資料の 74 ページ、その他の事務事業、令和７年 12 月７日の日に行われた、災害

廃棄物仮置場訓練、これの状況というか内容と実施の成果、そして見えた課題等につい

て担当課としてお答え頂きたいと思います。 

Ａ 初めて伊豆市として行いました災害廃棄物の仮置場訓練ですが、中伊豆グラウンドに

仮置場を設置するということで実施をいたしました。目的としましては、仮置場をスム

ーズに設置する、そこについて検証をするということでした。業務を一部担っていただ

く、静岡県産業廃棄物協会と協定を結んでいますけど、共同で設置ができるかどうかと

いうところが１番の検証の内容でした。訓練については、今回は一般市民が持ち込むと

いうところまではいろいろな課題もあり、そこまではできなかったんですけど、19 自治

会が参加して、また、市役所からも、３課参加しました。現場に廃棄物としての粗大ご

みを持ち込んでいただいて、処分まで、協会に委託をし、処分まで行います。課題とし

ましては、やはり、実際の災害とは、異なる部分が多い訓練ですから、実際には膨大な

廃棄物が持ち込まれますので、本当にそこで、大量のものが処分できるかっていうとこ

ろまで検証ができていない。実際のところ、熊本などを見ますと手に負えてないという
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ような状況もあります。もう一つは、交通渋滞についても、実際の現場では相当起こっ

ていて、廃棄物を持ち込むのに数時間かかっているというような現状もあるようですの

で、一般市民が持ち込んだ場合、相当混乱があると思われますので、受入れがスムーズ

にいくかどうかの検証ができていないところが課題と思っております。 

Ｑ 丁寧に説明いただいてありがとうございます。見えた課題もあるということで、今後

も実施していく方向で考えているってことでよろしいですか。 

Ａ はい、ある程度定期的に訓練を実施したいと考えております。 

Ｑ 今の上になりますけれども、廃棄物処理施設組合事業というところの３番の事業の成

果、その下のポツのところの焼却灰の処理についてですが、この焼却灰というのは、燃

えた後の灰のことのわけですけれども、これを市外の民間施設へ排出し、従来の埋立て

処理のほか、環境に負荷のない溶融炉で、資源化処理を行った。市として初めて、焼却

灰のリサイクルを実施ということですけれども、焼却灰のリサイクルとは、どのように

リサイクルしたんでしょうか。 

Ａ 焼却灰については、７年度については、三つの方法で最終処分を行っています。この

説明資料にありますように、福島県への搬出で処分をしてるというのが１点。それか

ら、柿木最終処分場に入れる方法をしているというのが１点あります。もう１点初めて

取り組んだということで灰を溶かして、例えば、中に混じってる金属を取り出して、そ

の中にはいろいろと使える、有価物になる、極端なこと言うと金だとか銀だとかも混ざ

っていたりすることもありますし、他のものに使えるそういったものは、その中から抽

出して、処分をしていただきます。あと残りのものは、再生の石として、工事の材料等

に使っていただくリサイクルの会社がありますので、そこで処分いただいたという状況

です。 

Ｑ 分かりました。福島県とそれから愛知県名古屋市へ運搬というのもありますね。ここ

に書いてありますけれど、福島と、名古屋とそして柿木に３か所っていうことになるん

でしょうか。 

Ａ 先ほどご説明をさせていただきましたけど、この福島県と柿木処分場というのは埋立

ての処分になります。この愛知県で行ったものが、資源化溶融炉によって、溶かしてリ

サイクルをするという、そういったものになります。 

 

（委員間討議）なし 
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【健康福祉部】 

議案第 55 号 令和７年度伊豆市一般会計歳入歳出決算の認定について【所管科目】 

（補足説明）なし 

（質 疑） 

【社会福祉課】 

Ｑ 決算成果説明資料の 46 ページ、決算額はゼロとなっているんですが、難病患者は基本

的にいないと理解したほうがいいのか、それとも何も該当がなかったと理解したらいい

でしょうか。 

Ａ 難病患者につきましては、該当者はいらっしゃいます。ただし、このサービスの利用

がなかったという現実がありまして。というのはサービスを利用するに当たって手続を

とっても、例えば病院に入院しなければいけないことになってしまったとか、サービス

の提供ができない状況があったということで、７年度につきましては実績がなかったと

いうような状況になります。 

Ｑ そうしますと、その申請がされていたというのは何件ぐらいあったんでしょうか。 

Ａ 申請自体は１件ありましたけれども、サービスの提供がなかったというような形にな

ります。 

Ｑ 私も同じところで質問します。去年は１万 3,000 円出ているんですね。それで今提供

がなかったっていうことは、今回申し込んだけど駄目だったっていうことでしょうか。

その理由は何でしょうか。 

Ａ 例えば①の難病患者の生活支援事業、介護家族リフレッシュ事業というのがありま

す。この事業につきましては、伊豆赤十字病院の訪問看護のサービスを利用してやるサ

ービスになります。２時間は訪問介護のサービスを使って、それ以降のサービスにつき

まして、このリフレッシュ事業を使うというような形になるんですけども、先ほども説

明しましたが、病状がよくなくて、入院をしたというような現実がありまして、サービ

スが提供されなかったというような形になります。 

Ｑ それでは近くにもいるような気がするんですけれど、どのくらいの人数が今この難病

患者としていらっしゃるのか。それは内緒でしょうか。答えられる範囲で。 

Ａ 難病患者につきましては、県のほうで手帳をもらうような形になりますので、実質と

か正式な数は分かってないんですが、おそらく使う方というのは 10 人から５人の間ぐら

いなんじゃないかなって考えています。 

Ｑ やはり胃ろうの方とかもいらっしゃいますでしょうか。  
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Ａ 胃ろうの方もそうですね。人工呼吸器とか、そういう形になります。  

Ｑ 決算成果説明資料の 38 ページ、生活困窮者自立支援事業、約 2,300 万円あるんですけ

れど、成果は、生活保護受給者になる前の第２のセーフティーネットとしての機能が果

たされているということなんですけれど、生活保護を受給してしまった方が自立する支

援っていうのを多分行ってると思うんですけれど、それはこの事業でやってるんでしょ

うか。もしこの事業でやっているのであれば、受給者が自立して普通の生活を送れるよ

うになった事例は、令和７年度あったのかどうか。 

Ａ この生活保護の方につきましては、２の事業の（２）の被保護者就労支援事業という

のがあります。これにつきましては、生活保護の方の就労に向けて、例えばハローワー

クへ同行訪問するとか、あと面接の指導をするとか、そういう形の事業がこの（２）の

被保護者就労支援事業になります。該当者につきましては、昨年度１人、就労に向かっ

た方がいらっしゃいますので、それを踏まえた形で事業を今進めているというような形

になります。 

Ｑ そうすると１名の方が、仕事が見つかり、生活保護の枠から外れたっていうことでい

いんでしょうか。 

Ａ そうですね、生活保護を廃止というような形になってます。  

Ｑ 同じページの下、重層的支援体制のところです。２の事業の内容の（２）委託料、こ

こで参加支援事業委託料と書いてあって１万 1,000 円。これの内容なんですけども、令

和６年度にはなかったですね。令和６年度にも、令和７年度にも同じことが書かれてあ

りまして、既存の社会参加に向けた事業では対応が困難な方への参加支援事業というふ

うなくくりかとみました。この事業の成果のところに書いてある e スポーツという、こ

のやり方で、この事業を委託して行ったということでよろしいでしょうか。 

Ａ この事業につきましては、例えばひきこもりの方で、社会とのつながりがない方を対

象に参加支援事業というのをやってます。その中で e スポーツ、ゲームを使って、現場

の画面上でゲームをしながら、関わっていくというようなものになるんですけども、ゲ

ームだったら、ひきこもりの方とか得意の分野で関わりがもちやすいということも分か

ってきましたので、その辺を踏まえて、B 型事業所でそういう e スポーツをやってる事

業所があったもんですから、そこに委託をして、参加支援事業の一貫の企画ということ

で事業をやっています。この成果のところにありますけれども、全部で 25 人、当事者、

ひきこもり等の方が８人、それと支援者 17 人ということで、生きいきプラザのホール

で、大きい画面を使って e スポーツをやったというような形の委託料になります。  
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Ｑ この成果はすぐに出てこないかと思います。続けていく事業として第１回目と考えて

いるんでしょうか。 

Ａ この事業につきましては本当に試験的に今後継続できるかどうかというところを踏ま

えて、７年度初めてやった事業ですが、参加者も増えたということもありますので、今

後、このひきこもり等の方も踏まえて、参加ができるということがあれば、継続してや

っていきたいというように考えてます。  

Ｑ もう一つ委託料なんですけど、１万 1,000 円というのは、この内訳はどのように算出

した金額でしょうか。 

Ａ 就労支援 B 型という事業所に委託でやりましたけども、本当に試験的に、参加者が集

まるかどうかも分からない中で進めさせてもらったもんですから、本当に機械の借上料

みたいな形の、e スポーツをやるための運営の委託料という形になります。１万 1,000

円ですけども、１万円と消費税というような形です。 

Ｑ 最後になります。当事者の参加者が８人、あと支援者というのが 17 人っていうことな

んですけど、８人という数字は、どのように周知して、このような数字で集まっていた

だいたのか、これは期待して、打合せとか、その支援 B 型事業所の方と打合せする中

で、８人ぐらいは想定内だったのか。その辺を教えてください。  

Ａ ８人なんですけども、B 型事業所の事業の中で、来てもらってるので、そこの事業所

に来てる方も含めて８人なんですけども、８名中の７名が伊豆市のひきこもり等の方が

参加していただいてます。 

Ｑ 同じところです。アウトリーチ支援というのはこの中にありますけど、具体的なその

概要について調べると、いわゆる相談窓口で、来るのを待つのではなくて、支援が届い

ていない人のところへ行くんだという、極めて難しいなと。支援が届いてない人をどう

やって見つけるのって思ってしまった。そうすると今言った軽スポーツというよりも、

これ間違ったらごめんなさいね。色々調べた中で、ひきこもりとか、精神疾患とか、ホ

ームレス状態っていう書き方してるんだけど、そういう人たちをどこにいるかわかんな

いけども、行政が発見するわけですよね。それが、今話聞くと、B 型事業所にそれを委

託して１万 1,000 円だと。アウトリーチ支援というのが、そんなものなのかなって。あ

まり行き渡っていない。７年度始めたばかりだからこういう状況なのか。それとも、ひ

きこもりとか精神疾患とか、そういう状態の人たくさんいるはずなんです。それはまだ

全体として、伊豆市の中で把握し切れていないから、とりあえず e スポーツを導入する

ということになったんですか。 
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Ａ 先ほど言った e スポーツに関しては、参加支援事業のほうになります。それでアウト

リーチ支援事業につきましては、昨年度、民生委員さんにお願いして、地域生活課題聞

き取り調査というのをやりました。その中で孤独・孤立のような方がどれくらいいるか

というようなことで、民生委員さんにお願いをして、その中で孤独・孤立の世帯が 31 世

帯で 8050 世帯が 13 世帯というようなことで、民生委員さんに回答いただいて、それに

基づいてアウトリーチができる方につきましては、随時アウトリーチ戸別訪問を行って

関係性を少しでもとろうというようなことで今進めてるような状況になります。  

Ｑ 31 世帯、民生委員に頼んで依頼してやりました。そうすると具体的に、この人たちを

いわゆる人として生活してもらうようにということだと思うんですね。とじこもって中

にいるっていうよりも。それは、どの組織がやるんですか。 

Ａ まずさっき議員が言ったとおり、なかなかこの孤独・孤立の方の世帯が分からないと

いうところがまず第１の問題点であって、そこに民生委員さんが普段関わっている地区

で、そういう方がいるかどうかを聞き取りして、その中で少しでも関係性ができて、市

のほうで、福祉相談センター含めて、アウトリーチできる方を、随時民生委員さんと話

をしながら、アウトリーチができる方は随時していくということで今事業を始めたばか

りですので、今後、このアウトリーチというのはなかなか１年２年、もっとかかる場合

もありますので、時間をかけて関係性をつくっていきたいというように考えています。  

Ｑ ７年度決算を振り返ったときに、やり始めた仕事だからまだいわゆる手探り状態で、

民生委員の人たちをお願いしながら、そういう人たちがここにいたよっていうことも、

伊豆市民として、やっぱりちゃんと生きがいを持って、生活のエネルギーということ

で、スタートしたっていうことですか、７年度は。 

Ａ すぐ関係性が持てる方もいますし、なかなかいないですけども。長期的なことを考え

て抱えるケースを持っていかなきゃいけないと思いますので、ひきこもり等を踏まえて

今進めてるような状況になります。 

Ｑ 相談している方は、組織が何かよくわかんないんだけども、どういう人たちが、どう

いう組織がこのアウトリーチに関わってきたのか。 

Ａ 福祉相談センターとか、あるいは障害等抱えてる方につきましては障害のほうのスタ

ッフも含めて、アウトリーチを進めていくというような形になります。  

Ｑ 職員が関わっているということでいいですか。 

Ａ そうですね、職員が関わっていくというような形です。 

Ｑ 37 ページ、今民生委員の活躍の場面が聞かれましたけれども、ここで民生委員の活動
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事業、840 数万円、そして県の支出金が約 730 万円ということなんですが、この県の支

出金に見合った民生委員の定員というのがあるのでしょうか。  

Ａ 民生委員の定員につきましては、静岡県の条例で定められてますので、伊豆市につき

ましては、主任児童委員も踏まえて、定数 110 というような形になります。101 名が民

生委員、主任児童委員が９名というような形になります。  

Ｑ 前回の報告では、107 名というふうに伺ったんですが、この欠員については７年度中

に補充をするというようなことはなかったのでしょうか。それともう一つ、地域割りで

民生委員が決まってるのか、あるいは、対象人口で、地域だけじゃなくて、もう少し大

きな範囲で民生委員の定員が決まっているのか教えてください。  

Ａ 107 人ということで説明しましたけども、欠員がその時点は３名でしたけども、今２

名という形になってます。ですので１名、新たに民生委員さんが増えたということにな

ります。それと、民生委員の地区割りは当然あります。例えば大きい地区であれば、民

生委員さんは３人とか、小さい地区であれば民生委員さんが１人というような形で、県

の条例では、大体 120 世帯から 280 世帯に対して１人というような基準があります。280

世帯を超えると２人ないし３人と、県はあくまでもこれを基準として定めてますけど

も、伊豆市におきましては、それをもとに、あと地区の中で、定数をお願いしていると

いうような状況になります。 

Ｑ 39 ページの９です。要支援者災害時避難事業、令和４年度からやってるよという説明

がこの中に書いてあるんですが、要支援者は、何人なのか。それから、事業の成果の１

番下に、要支援者の備品等は、令和３年度から計画的に購入し、継続で実施していると

いう成果が書かれておりますが、７年度は、要支援者が何人いて、その方に対して、こ

ういう備品を購入したと。その上に若干のってるんですが、これで全部ということです

か。段ボールベッドとかってあるんですけども、何人分に該当するんですかこれは。 

Ａ 要支援者につきましては介護３から５とか、障害者の１・２級、精神障害者、療育手

帳、難病患者とかが今の形では、要支援者になります。８月 21 日現在の直近ですけども

960 人が対象になります。備品につきましては、令和４年度から、一度にはなかなか買

えませんので、定期的にここにあるようにおかゆとか粉ミルクとか、あとトイレ用の便

座等、あと、避難所に段ボールベッドとかパーテーション、そういうことも必要になっ

てきますので、その辺を一度に買えないものですから、定期的に毎年買っているような

状況になります。 

Ｑ 要支援者、どういう範囲の中でとらえてるのかということは分かりましたが、段ボー
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ルベッド、パーテーションというのは、どこに置いてるんですかこれは。  

Ａ 今は１か所にまとめて置いてあるんですが、その用途としては、一次避難所、例えば

小学校とかに避難をしたときに、一部を要配慮者スペースとして、そういう方の避難場

所として置くことが十分考えられますので、そのときにパーテーションとか、段ボール

ベッドとか、そういうものを使用できるように今進めてるような状況になります。  

Ｑ そのパーテーションとかをどこかに置いてあって、こういう災害が起きましたよとい

うことで、要支援者のために、その人たちにその避難所のところにスペースを確保して

あげて、そこに段ボールベッドとか、いろんな食料品等を持っていきましょうというこ

とは分かったんですが、持っていく方は誰ですか。それは職員ですね。  

Ａ 市の職員が状況に応じて持っていくような形になります。  

Ｑ 災害の関係でいろいろと勉強して、危機管理課に行って、いろんな話をさせていただ

いたんですけども、職員が持っていければまだいい。まだまだゆとりがある災害状況だ

って。職員だって僕は被災者だと思うんですね。今課長が言った、持ってくるって、も

う持っていけないかもしんない。スムーズにいかないと思うんですよね。そのときに、

職員が持っていきますよという気持ちはすごく分かるんだけど、果たしてそれが可能か

な。可能な場合もあるし、できない場合もあるっていうと考えたときに、もうちょっと

段取りが今のうちに準備しておかないと。せっかくやりたいなと思ったってひょっとし

たらできないかもしんない。そこは、やってみないとわかんないんだろうけども、そこ

はどういうふうにもっと柔軟にっていうことを考えてはいかがですか。 

Ａ 今議員言ったとおりそういう心配も非常にあります。ですので課題としては、各避難

所に少しずつでも、その備品が置ければ１番理想なんですが、なかなか置くスペースも

ないということもあるので、今一時的に集めてますけども、将来的にはそういうところ

の各避難所に置ければ１番ベストな状況かなと思ってます。 

Ｑ 今のページの同じところです。要支援者災害時避難事業の３の事業の成果のところな

んですけど、個別避難計画のことについて、要支援の方がどのように災害時に避難する

かということを事前に計画を立てて、周りの人たちとも一緒に共有しながらという被災

時に備えてのことなんだと思うんですけど、具体的にどのようにその要支援の方を囲み

ながら、計画を立てていくのか、これは危機管理課の職員の方がどうこうするっていう

ことではなくて、社会福祉課、職員の方が主に進めていくんでしょうか。  

Ａ 個別避難計画につきましては、例えば、普段どういう疾病、病気を抱えているとか、

障害の程度がどういうものだとか、あとあるいは普段どこに大体いるとか、どこに寝て
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いるとか、あと、避難経路を書いて、どういう経路でどこに避難をするかというような

計画が個別避難計画になります。それでこの計画を作成するにあたって、昨年度につき

ましては障害の相談支援事業所、計画をつくる事業所があるんですけど、そこに協力を

いただいて、個別避難計画をつくったというような事例もあります。あとうちの職員と

か、場合によっては危機管理の職員も入って、あと民生委員さん、区長さんとか、地域

の関係者が集まれる場合は、みんなで集まって、個別避難計画を、どういう避難経路で

どうしていこうかというような計画をつくるケースもあります。だから、人によってケ

ースバイケースなんですけども、色々な形で、個別避難計画を今つくってるような状況

になります。 

Ｑ もう一つ、令和８年８月現時点で 960 人を把握してらっしゃるという話でしたが、こ

の個別避難計画っていうのも、どんどん進めていく必要があるかと思います。達成度と

いうのは、令和７年度でどこまであるんでしょうか。 

Ａ ６月の議会で条例制定をしていますけども、今の段階では個別避難計画をつくるに当

たって、本人の同意というものが必要になります。その同意がある方が 387 で、計画作

成者が 388 というような状況になってます。数字が違うのは同意がない方も計画をつく

った方もいるものですから、数字的に合わない部は分ありますけども、今の段階では、

同意がある方につきましては、ほぼ計画ができてるような状況になります。 

Ｑ 38 ページの重層的支援体制。このキーポイントは庁内会議だと思ってるんですが、７

年度はどの程度、今までと比べてどの程度の進捗状況、あるいは成果があったんでしょ

うか。 

Ａ 庁内連携の質問だと思うんですけども、私たち、福祉相談センターの職員と一緒に出

向いて、関係する課、今困り事は何かとか、どういう連携がとれるかとか、そういうこ

とは昨年度ヒアリングという形でやらせてもらってます。その中で、連携を取れること

とか、そういうことを一覧表にまとめて共有したというようなことで、お互いに連携が

とれるところから少しずつでも前に進めるような形の連携の仕方を今模索しているよう

な状況です。 

Ｑ 定期的な連携会議っていうのはないってことですか、まだ。 

Ａ 定期的というか部会というものをつくってます。例えば多頭飼育、猫がいっぱいいて

困るよとか、そういう課題があった場合は、そういう部会をつくって、どういう支援の

仕方、どういう解決の仕方をするかということを部会で、いろんな話合いを随時、必要

があればやっているというような状況になります。 
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Ｑ 連携がとれるところということは逆に言えば、連携が取れない部署もあるということ

ですか。 

Ａ そういうわけではないですけどもやはり、市の職員ですので、全体の連携は当然必要

だとは思うんですけども、特に健康福祉部として、問題を抱えて、連携が必要だと、課

題も踏まえて、そういうところと今連携をとっているというような状況になります。  

Ｑ 健康福祉部が発信しないと、他の機関から、健康福祉部ではこのケースはどうだなん

てことは来ないってことかな。 

Ａ そういう連携をとってますので、逆に他課から、窓口でこういう問題、認知でちょっ

とどうかなっていうときは、健康福祉部のほうに連絡が来るとか、そういう連携はとれ

てます。 

Ｑ 具体的に解決した事例とか７年度はあったんですが、あるいはどのぐらいの連携を件

数でいけばとったのか。 

Ａ そこの件数はカウントしてないんですけども、福祉相談センターのほうにはかなりの

相談もありますので、それが連携の一つかなと思います。  

Ｑ 次のページ 39 ページの成年後見制度ですけども、８年度の「伊豆市の健康・福祉」、

これは非常にデータとしてありがたいデータですけど、ほとんど市長申立てがないんで

すが、よそと比べてこれは少ないんですか。こんなものなんですか。 

Ａ やはり年によっても違いますけども、伊豆市としては他の市町に比べると、感覚です

けども、多いんじゃないかなと思います。  

Ｑ 令和７年度１件とありますけど、これは多い方なんですか。 

Ａ 他の市町もゼロのところもありますし、逆に 10 件 20 件とかやってる市もあります。

やっぱりその年によってケースバイケースということがありますので、ゼロ件のときは

そういうケースがたまたまなかったとか、あるいは市長申立てじゃなくて、親族申立て

であったりとか、本人申立てであったりとか、違った申立てをしてたというような形で

成年後見の手続を進めたというような形になります。 

Ｑ 高齢者の方ではかなりデータがあるんですけど、実際、申請件数が１件ということ

で、いわゆる窓口で相談があった、成年後見に限ってで結構ですけど、どのぐらいの相

談があったんですかね。 

Ａ 福祉相談センターのほうに権利擁護という形で相談があった件数が、令和７年度が

1,362 件ありました。 

Ｑ 権利擁護で大きく括ってはだめで、成年後見と具体的に相談をされた件数は何件あっ



 

32 

 

たかという質問です。 

Ａ 伊豆市のほうで福祉相談センターのほうで中核機関を設置してます。そこが成年後見

をやる部署で、社会福祉協議会に委託をしてやっていますけども、令和７年度につきま

しては 1,321 件の成年後見の相談を受けているというような形になります。  

Ｑ 1,321 件ですか。先ほど権利擁護で 1,300 いくつって言ってましたが。 

Ａ 多分１件というのは障害のほうの１件ではないかと。 

Ｑ そちらが出しているデータです。権利擁護の状況、令和８年３月末で、成年後見の市

長申し立ては１件ですよと。これ障害者のところのデータだと思うんだけどね。  

Ａ 障害者の方の市長申し立てが１件、そこは事実です。それ以外には中核機関につきま

しては、障害もありますし、高齢者も踏まえた中核機関ですので、そこで権利擁護とか

成年後見の相談を受けたのが先ほど言ったケースになります。  

Ｑ 合わせてもいいですから、児童から何から全部合わせていいですから、成年後見とい

うことでの相談件数は出てこないですか。 

Ａ 中核機関からいただいている相談件数が先ほど言った 1,321 ですので、延べ件数にな

りますけども、実際どれぐらい相談を受けているかというと 60 名の方が、中核機関のほ

うで相談を受けて、成年後見の相談に乗ったというような形になります。  

Ｑ 60 名の方が何回も来てる方がいるっていういうことは、困ってるんですよね。明確に

これこれこうだから、成年後見の市長申し立ては該当外ですみたいな説明は十分なされ

てるんですか。 

Ａ 中核機関を設置している中で、ネットワーク会議というものをやってます。その中

で、ケースバイケースで、弁護士さんが入ったりとか司法書士さんが入ったりとか、地

域包括支援センター、計画相談員、社会福祉士とか、あと医師が入って、ケースバイケ

ースで、市長申立てがいいのか、あるいは親族申立てがいいのか、その辺を専門職で図

りながら事業を進めていますので、その中で市長申立てが障害に関しては１件だったと

いうような形になります。 

Ｑ 同じ「伊豆市の健康・福祉」の中で要養護者から、７年度通報が５件あって、身体的

虐待が２名、経済的虐待に１名認定したということですが、この通報の５件は非常に少

ないなと思ったんですけど、毎年こんなもんなんですかね。  

Ａ 令和７年度につきましては５件の通報があってそのうち、虐待として認定した件数が

３件で、令和６年度もやはり３件の虐待件数があったということで、ほぼ大体同じよう

な件数になります。 
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Ｑ 私はこのデータ的には非常に権利擁護を守られてるかどうかというのは、はてながつ

いたんですけども、一応伊豆市としては、平均的に７年度も現状維持みたいな、特に権

利が守られていない状態が悪化したとか、改善したとかそういうことで、何か平均水位

を歩んできたっていう解釈でよろしいでしょうかね。 

Ａ そうですね。権利擁護というのは随時対応していて、緊急性がある対応もしなきゃい

けない部分もありますので、平均と言ってていいかどうかですが、対応しているという

ような形になります。 

 

【健康長寿課】 

Ｑ 在宅福祉事業、41 ページについてお尋ねします。高齢者あんしん見守り事業利用が 24

名の方、また２番目の GPS の方が４人。それぞれ通報システムのほうでは１人２万円

弱、GPS については２万 5,000 円程度の費用がかかっていると思うんですが、これは

100％市のほうで負担している、それとも自己負担があるのかどうかお尋ねします。  

Ａ まずあんしん見守り事業ですが、こちらのほうは月 800 円負担があります。GPS につ

きましては、１割負担になります。 

Ｑ 全て同一の機械で、いくらのものなのか、あるいは違う機械を選択するのかどうかっ

ていうことを教えてください。 

Ａ あんしん見守り事業と、GPS は別々になりまして、GPS のほうが、初回料金が 935 円

かかりまして、その内訳としまして初期費用 770 円、月額が 165 円かかる形になりま

す。 

Ｑ そういったサービスを市のほうで用意するっていうことを、市民の方はなかなか知る

機会というのは少ないと思うんですね。使いたいって方も少ないと思うんですが、この

今利用されてる数字っていうのは、これは適正なのでしょうか。それとももう少し広め

ていく予定、あるいは広める方法ですね、それがありましたら教えてください。  

Ａ こちらは、基本的に包括支援センターの職員に相談等がありまして、そちらの職員か

ら紹介して広めてもらう方法と、あと民生委員会後の場所等で、こういう事業がありま

すという一覧表をお配りして周知させていただいています。 

Ｑ その上なんですが、敬老会事業、概要として、100 歳に達する高齢者に対して祝い

金、それから 88 歳に対して記念品ということですが、決算書を見ても一括りで、敬老記

念品 75 万 7,720 円とあるんですが、100 歳と 88 歳の違いというか、その内訳を具体的

に確認させてください。 
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Ａ 100 歳と 88 歳につきましては、県のほうから、お祝いの賞状が届きます。市のほうか

らも、１人に対して、２万円のお祝い金を支給しております。敬老会のほうの内訳です

が、イベントを開催した地区が 44 地区ありまして、1,045 名の出席です。配布のみした

地区の人数としまして 47 地区、2,835 名の方に配布をしております。 

Ｑ 100 歳になられる方に対しては２万円。ありがたい制度で、この間２万円送られてき

たんですが、事前にこれを受け取るか受け取らないかっていうようなことは確認しない

んですね。 

Ａ そこの確認はしていない状況です。 

Ｑ その当事者は施設に入って、何も分からないんですよね。だから我々からして、花を

送ったらいいのかな。どうやってお祝いしようかなということで逆に悩んでしまうんで

すよ。辞退してもよかったかなっていうふうに思ったんです。辞退したっていう方はい

らっしゃらないですか。 

Ａ 今回辞退された方はいらっしゃいません。  

Ｑ 41 ページの在宅福祉の在宅高齢者タクシー利用券助成です。これ毎年対象者がいて発

行部数が余り伸びていないみたいですけども、年齢でみんなもらえる権利が発生するん

ですよね、所得とかじゃなくて。何が言いたいかと言うと、本当に必要な人から見れ

ば、申し訳ないけど１万 2,000 円じゃ少ないなって。病院通うとすぐ終わっちゃうよ

と。逆に元気な人はいらないよと。こういう福祉的な措置だと、やっぱり真に必要な人

に分けるような制度になったほうがいいのかなと思うんですけれども。この支給の仕

方、あるいは予算に対して執行率が悪いから金額をもっと上げてもいいんじゃないかな

ってことを７年度は検討しなかったんでしょうか。 

Ａ 議員おっしゃるとおり、この利用者がかなり限定されてきているのかなと。ほぼ同じ

数字ですので、利用者の数が 80 歳以上ということでありますが、割と元気のいい高齢者

がいて、自分の車で移動したりして、利用しない人っていうのが少し多いかなと思って

おります。対象者につきましては、高齢者の人口も減り始めてますので、人数は若干で

すが少なくなっております。本当に必要な人かどうかっていうところの対象が、限定す

るにも平等性も図りまして、年齢的に配らせていただくという形で、できましたら今後

の課題で、そのような体制がとれるかどうかを検討していきたいと思います。 

Ｑ 所管が違うかもしれませんけども、運転免許の返納者とかいますね。そうした人にこ

ういうのが重点的になるといいかなと。移動の手段がないもので。その点からも、なか

なか免許返納というのは躊躇があるんですけども、やっぱこうこういったところが充実
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することを総合的なメニューで考えていただけると、支給の効果があるかなと思ったも

のですから。７年度の検討はしなかったというケースの質問でしかないんですけども。

以上で終わらせてください。 

Ｑ 41 ページの同じ高齢者のタクシー券についてなんですけど、タクシーと助成金の交付

率が 68.5％で、利用率 62.3％となってるんですけど、こちらのそれぞれの分母は分かり

ますかね。 

Ａ 対象者は 3,663 件で、発行数が 2,509 件です。 

Ｑ 発行数は分かったんですけど、利用率の 62.3％っていうのは、発行数イコールという

ことですか。 

Ａ 発行数になります。発行数に対しての利用した人が 62.3％です。 

Ｑ そうしたときに、交通手段が乏しい、そうでない地域によって、これが違うものなの

か。地域別の検証というのは、今は全くないということなんでしょうかね。 

Ａ 地域別での集計はとっておりません。 

Ｑ そうすると例えば、交付を利用しない人の理由と、あとは発行したけれどもそれを利

用しなかった人とか、その理由とかは、今まで聞いたことがあったんでしょうか。  

Ａ 先ほどちょっとお話ししたんですが、例えば車の免許証を持っていて自分で全然運転

できる人で、申請はしませんというようなパターンになります。  

Ｑ それは、そういう理由があるだろうというのは想像してるんですけど、実際それが本

当にそうなのかっていうのと、あとは発行して手元にあるけれども使わなかった方が約

40％いるわけですよね。それは、理由は何なんだろうと思って。やっぱりそういうとこ

ろもある程度検証していかないと、先ほど三田議員が言われたような、本当に必要な人

とそうじゃない人っていうのがかなり明確になってくるんじゃないかなと思ったんです

けど。 

Ａ 実際に、申請はして手元にあるけど、実際、もらえるもんだから持っていようってい

う人が多いと思います。実際そういう声もお伺いしております。  

Ｑ 実際はっきり理由は分からないってことですかね。ほぼ想像の域みたいなことですよ

ね。 

Ａ 聞いた話になるんですが、申請しまして、タクシーの利用券をもらいます。ただくれ

るものだから、もらっときます。だけど、実際は使いませんっていう方が、いらっしゃ

るということは把握しております。 

Ｑ 言ってることは分かるんですけど、そうじゃなくて、実際に検証しないとっていうこ
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とだと思うんですけどね。 

Ｑ 今の件でさらにお尋ねします。2,509 人の方に発行したという形ですけども、実際こ

れかけることの１万 2,000 円という金額になってるのかなというふうに推測するわけで

すけど、実際使われるのは、１枚１枚番号がそれぞれ打ってあるものが集計されている

と思うんですが、市のほうで。消化率は、どうなんでしょうか。全て１万 2,000 円使っ

ている方もいらっしゃるでしょうし、１万円だけ使って手元に残ってそれを破棄された

という方もいらっしゃると思うんですね。その辺ちょっと教えてください。  

Ａ 大変申し訳ありませんが、そこまでの分析ができていない状況です。  

Ｑ 今やりとりする中で、ちょっとはっきりさせたほうが私も分かりやすいんですが、福

祉センターという言葉が出てきます。それは行政とは別ですか。  

Ａ 地域包括支援センターでしょうか。それでしたら行政が委託している先となります。 

Ｑ 43 ページの生活支援体制整備事業ということで、包括支援センターという言葉が出て

ます。ちょっと左に行くと、左の 42 ページに、包括的支援事業、ここに地域包括支援セ

ンターというのが出てきます。この区別がちょっと分からないのと、それから、時間の

関係もあるから、さらにお尋ねします。地域包括支援センターっていうのはどんな組織

かと。「伊豆市の健康・福祉」に毎年でてるんだけども、センターが４地区にあって 14

人。総合相談体制の充実の中に、相談状況というのがずっと載っています。令和７年度

約２万 4,500 件ありましたと。そうすると１人にすると約 1,700 件。１年間にどういう

相談するのかちょっと見えないもので。 

Ａ まず包括支援事業ですが、こちら、地域包括支援センターといいまして、旧４町単位

に修善寺、天城、中伊豆、土肥に包括支援センターを委託しております。42 ページの包

括支援センター事業のことに関しましてはこちら、センターを運営するための委託料、

主なものが人件費になっております。その中には、例えば修善寺地区だと５人、センタ

ーをやるためには、主任ケアマネとか社会福祉士、保健師が必要になってきまして、修

善寺地区５人で、中伊豆が４人、天城が２人で、土肥が４人という体制で実施しており

ました。その中で日々相談、高齢者の相談はここにするっていう形になりますので、２

万 7,026 件の相談件数があったという形になります。続いて 43 ページの生活支援体制整

備事業になりますが、こちらのものにつきましては、社会ニーズをこの事業所等が掘り

起こしてどんなことをやったらいいかとか、そういうコーディネート的な役割、社会資

源の調査とか、地域課題の発掘、そういうことをやる部分の委託となります。  

Ｑ 包括的支援事業の 42 ページと、結局イコール、ここ同じ人がやってるんですよね。こ
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ちらは委託しますよっていう 42 ページのは。委託先が違うということですか。信愛会と

かあやめ会とか、ここに書かれてるんだけども、それとこっちの地域包括支援センター

ですよね、保健師さんなんかがいらっしゃる別組織ですか。 

Ａ 基本的には同じようなところはあるんですが、43 ページのほうでは、例えば社会福祉

協議会が入っていただいて、伊豆市全体の第１層というのがあって、伊豆市全体を見て

もらうものとか、プラスアルファの事業を行ってる部分の委託になります。ですので、

42 ページのほうのものと事業所は一緒だったりするのですが、事業とそもそもの運営の

体制と委託で分かれている状況でございます。  

Ｑ 最初の質問の中で、１人で 1,700 件という話をしました。ぴんとこない。365 日１人

１件だとしたって、３年分ですよね。３年分ってどういう状況なのか。ちょっと教えて

ください。すごく大事なことをやられると思うんですけどね。  

Ａ あくまでもこれは延べ件数になりますので、本当に毎日毎日数件の相談が来てますの

で、このぐらいの数字にはなってきます。 

Ｑ 福祉相談センターというのはいくつかここの話の中で出てきたんです。だから、すい

ません。福祉相談センターというのは、センター長どなたですか。今の組織と同じなの

かどうかちょっとわかんないものでお願いします。 

Ａ 福祉相談センターは、社会福祉課の一部になりまして、若い世代からお年寄りもみん

なそこに相談していいというところになります。社会福祉課になります。  

Ｑ ４番目の高齢者生きがい対策事業ということで 41 ページですね。生きがい対策事業な

んですが、事業の内容として、電気料っていういうことで電気代が 40 万ということなん

です。単純に水道は使ってないんでしょうか。電気だけですか。  

Ａ この施設ですが、白岩の湯のすぐ隣にありまして、水道の部分については、共有にな

っているかと思います。 

Ｑ お尋ねしたい趣旨はそこにあったわけじゃなくて、この生きがい対策っていうこと

は、この生き生き工芸センター、これ一本で生きがい対策事業になってるんですが、事

業の成果ということで記載されているように、生きがいや社会的孤立感の解消につなが

ったっていうこと。これ陶芸を何人の方がやって、何人の方が生きがいにつながったの

か教えてください。 

Ａ 工芸センターの利用者の内訳ですが、分けはできていないんですが、令和７年度で

1,449 名の方がご利用になっております。延べ人数です。  

Ｑ そうしますと、月ベースでいくと 100 名くらいの方が、工芸をしていらっしゃるって
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形ですか。月１回なのか、週１回なのか、それだけの利用がされてるっていうふうに理

解してよろしいわけですね。 

Ａ 議員おっしゃるとおりです。竹細工とか木工とか、そのほかにもあるんですが、その

内訳はなくて申し訳ありません。 

Ｑ 私はこの生きがい対策事業ということについて、もっといろんな対策事業でやってら

っしゃるんじゃないかなというふうに理解してたんですね。直接市が携わっているもの

っていうのは電気料だけなのかもしれませんが、間接的にここを支援しているとか、そ

ういった事業はあると思うんですね。市としてもうちょっと今後直接的にやっていく事

業というのはあるのかないのかだけ教えてください。 

Ａ 生き生き工芸センター自体が、旧中伊豆町だけで実施していた事業になりまして、今

後については、要検討になるかと思います。 

Ａ この生きがい対策事業については、資料のつくり上、生き生き工芸センターを決算上

載せるということで、入れてあるんですが、生きがい対策としては例えば、介護のほう

の地域支援事業で、居場所づくりだとか、そういったもので、生きがいとか、楽しみと

いったものとか、うちの部ではないんですけど、生涯学習でいろんなこともやってもら

っているので、そういったものを総合的に考えて生きがい対策というふうに考えており

ます。 

Ｑ そうするとこちら福祉のほうでやはりこの電気っていうことだけで、引き続くという

ことで理解してよろしいですね。あと、これがなくなる可能性もあるんでしょうか。 

Ａ 現時点では利用人数がありますので、継続はしていくつもりでおります。 

Ｑ 決算成果説明資料の 62 ページ、地域医療対策事業で、（２）の市内公的病院補助金で

すが、大きな金額が出てるわけですけれど、７年度末、両病院の経営の実態はどのよう

に把握されてますか。 

Ａ 伊豆赤十字病院にしても中伊豆温泉病院にしても、こちらのほうに実績報告がありま

すので、経営面から見ますと、安定して運営ができております。 

Ｑ 市の補助金でやっとぎりぎりの線だっていうふうに承知してるんですけども、それで

は次に、（３）で小児科の時間外の補助金が出てます。早朝 42 名、夜間で 1,184 人の診

察があるようですけど、これについての評価というか効果はいかがでしょうか。 

Ａ 小児科がちょっと少なくなってるっていうところで心配はしております。早朝の診療

につきましても、途中から医師不足という形で、実施ができていない状況にあります。

夜間については伊豆赤十字病院が開院していると分かる方が行かれますので、例年並み
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の利用になっております。 

Ｑ それでは子育て世代の皆さんからは、感謝されてるという評価でよろしいですか。  

Ａ 以前の所管事務調査のほうでもお話しさせていただいたんですが、小児科のこの診療

については、結構市内の方も使っておるということで、非常に今重要だなということで

継続をしていきたいと思ってます。そして、この事業も赤字を補填するような制度設計

になってますので、そういった形で今後も継続していければなというふうに考えており

ます。先ほど病院も、報酬改定があってなかなか苦しかったということがあったってい

うことは聞いてます。そしてまた新たな報酬改定でどうなってるかというところは、今

後も注意しながら病院と一緒に検討していきたいというふうに考えております。 

 

【子育て支援課】 

Ｑ 説明資料の 52 ページ、児童福祉費のこども医療費助成なんですけど、前年に比べて

1,000 万円ほど減少してるんですけど、これってどういう理由でしょうか。子どもの減

少だけじゃないと思うんですけど、分かってますか。 

Ａ これという理由ははっきり分かってないんですけれども、中島病院さんの小児科がな

くなったり、入院や通院される子どもが令和６年度に比べ減少したりした等、あと少子

化ということもあると思うんですけども、いろいろなそういう複合的なことで金額のほ

うが下がっていると考えております。 

 

（委員間討議）なし 

（討 論）なし 

（採 決）挙手全員。原案認定。 

 


